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衛星ダイレクト通信に関する米国連邦通信委員会の
規制枠組みについて
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背景
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• デジタルデバイドおよび携帯電話の不感地域を解消する
ための次世代の衛星・地上ネットワーク連携パートナー
シップの増加

• 最新テクノロジー（軌道上技術、フェーズドアレイアンテナ、
カスタムシリコン、先進的ソフトウェア等）により衛星直接
通信が実現可能な時代へ

• 2022年8月 - SpaceXとT-Mobileが米国において、衛星と既
存端末を用いた衛星直接通信に関する提携を発表

• 直接通信の実現により、自然災害時や不感地域にて、生
命を救う重要な接続性を提供する通信手段の確保が可能

Source：https://www.starlink.com/business/direct-to-cell



SUPPLEMENTAL COVERAGE FROM SPACE (SCS)
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• 2023年3月、米国FCCは、地上周波数帯を利用した衛星

から携帯電話への直接アクセスサービスを可能にする、
世界初の柔軟な周波数アクセスフレームワークである
「SCS草案」を発表した。

• これらのサービスは、一般に「SCS」、「Direct to device」、
「Direct to cell」、「Satellite direct to mobile」、「D2C」など
と呼ばれている。

• これと並行して、欧州通信委員会、オーストラリア、ブラ
ジルなどの主要な主管庁も、D2Cを可能にする独自の
規制アプローチの検討を行っている。

• D2C技術の将来性に対する世界的な関心は、WRC-23に
おける議題1.13の進行につながり、多くの周波数帯で
D2C技術をサポートするための世界的な調和が図られ
た。



FCCプロセス
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• 米国FCCは、"Single Network Future "のビジョンを支持し、

ルールとライセンスを並行して処理するデュアル・パス・プロセ
スを採用。

• 2023年12月、FCCはSpaceX社に対し、米国でT-Mobileの
周波数帯を使用する最初のDirect-to-Cell対応衛星の打
ち上げと軌道上試験を行うための打ち上げ「Special 
Temporary Authority (STA) 」を発行した。

• SCSフレームワーク草案発表からちょうど1年後の2024年
3月、FCCはSupplemental Coverage from Space規則を採
決・採択した。

• SpaceXとT-Mobileは、FCCと協力し、新しいプロセスを通じて商
業認可を追求し、D2C事業の実現にむけて取組を進めている。

• 並行して、スペースXと各国の携帯電話事業者のパートナー
は、各国の規制当局と世界各地で協議を継続中。



FCCによるSCSのニュースリリース
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SCSフレームワーク概要
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• 改善すべき分野を特定しつつ、ルールの大枠を規定

• 端末 – 端末に関する事務的な「パート25」申請。端末は改造されていない
ため、追加試験は不要。

• 衛星 - ITU RR 4.4への事業者の準拠を保証する責任や、投機的な申請を
防止するための展開マイルストーンなど、宇宙局申請管理としての米国の
視点からの議論がSCS命令の多くに含まれている。

• スペクトラム - SCSバンドに対する米国の割り当て表に二次割り当てを追
加（右上図）。地上移動パートナーの一次割当の下で、二次割当として使
用されることを示す。米国外の他の非SCS帯域の使用を妨げるものでは
ない。

• フィーダーリンク - 米国内で適用される他のルールに基づくフィーダーリン
ク運用に関してのみ言及。

• 国際 - RR 4.4に基づくSCS事業者の運用の審査、および外国の行政当局
による認可を含む、SCSの国際運用プロセスを反復。



SCSフレームワーク議論のハイライト
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• SCSが急速に発展・革新していることを認識する。

• まだ発展途上であることを認識
長期的なE911要件や電波天文保護など、評価と議論を継続
する分野を特定。

• SCS技術を実現可能なものにするための措置を講じる
パート20のローミング要件からSCSプロバイダーを免除。

• 干渉管理のトピックについて、国内だけでなくグローバルな視点を
採用： RR4.4に基づく運用、外国政府の主権的手続きの承認。



海外の動向
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• オーストラリア、CEPT諸国、ブラジルを含む各国は、D2C
技術を可能にするための措置を講じている。

• Australian Communications & Media Authority（豪州通

信メディア局）の当初の公表見解は、既存の周波数帯
の取り決めは、規則制定やさらなるACMAの監督なしに
D2Cをサポートする目的に適合しているというものであっ
た。ACMAは今年2月にこの手続きに関する協議を開始
し、この見解についてコメントを求めている。

• ブラジルの規制当局ANATELは、D2C事業をサポートす
るサンドボックス政策を間もなく採用する見込みである。

• 欧州通信委員会もまた、CEPT諸国間のECC報告書の調

和に取り組んでいる。欧州諸国は国境が近いため重要
である。
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